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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第１四半期
連結累計期間

第63期
第１四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,661,880 2,708,500 13,641,271

経常利益又は経常損失（△） （千円） △44,018 △46,439 312,976

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益

（千円） △34,372 △43,138 101,512

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △52,861 △3,819 157,812

純資産額 （千円） 6,080,915 6,230,264 6,293,391

総資産額 （千円） 14,646,772 14,416,991 15,483,382

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △2.37 △2.98 7.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.4 43.1 40.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、人手不足などによるリスクが懸念されるものの、企業収益の

改善や個人消費の持ち直しが見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

　このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、販売部門においては、各支店に配置の営業推進

部を中心に役所やコンサルに向けた提案営業を鋭意推進するとともに、民需開拓にも注力するなど、受注獲得に努

めてまいりました。また、本年４月に「インフラ・マネジメント部」を創設し、老朽化の進む橋梁や道路の点検・

調査を通じて、維持・補修に向けた製品・工法の提案と拡販を推し進めてまいりました。一方、生産部門において

は、生産性の向上をより一層推進するとともに、生産子会社ならびに協力会社との連携を強化しながら更なる原価

の低減を推し進めるなど、グループ一丸となって収益の向上に努めてまいりました。

　当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、景観資材事業が苦戦したものの、主力の土木資材事業が好調

に推移したことなどにより、売上高は27億８百万円（前年同期比1.8％増）、損益面では、営業損失は59百万円

（前年同四半期は57百万円の損失）、経常損失は46百万円（前年同四半期は44百万円の損失）、親会社株主に帰属

する四半期純損失は43百万円（前年同四半期は34百万円の損失）となりました。

　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

 

（土木資材事業）

　西日本において、一部遅延していた公共工事が進捗したことに伴い、主力のボックスカルバートや擁壁などの大

型製品が売上を伸ばしたほか、連結子会社のエヌアイシー株式会社も売上に貢献したことなどから、当セグメント

の売上高は17億75百万円（前年同期比6.3％増）、当セグメント損失は７百万円（同２百万円の改善）となりまし

た。

 

（景観資材事業）

　透水・保水タイプや遮熱性に優れた舗装材は順調に売上を伸ばしたものの、バリアフリータイプの舗装材やその

他の関連製品が関東地区で苦戦を強いられたことにより、当セグメントの売上高は６億21百万円（前年同期比

10.4％減）、当セグメント損失は55百万円（同０百万円の悪化）となりました。

 

（エクステリア事業）

　ガーデン関連製品について、品揃えを図りハウスメーカーへの拡販を推進した結果、主力の立水栓が堅調に推移

したことにより、当セグメントの売上高は３億11百万円（前年同期比4.3％増）、当セグメント利益は３百万円

（前年同期比51.6％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は18百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

(注)　平成29年６月27日開催の第62期定時株主総会において、株式併合に係る議案（５株を１株に併合）が承認可決さ

れております。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって発行可能株式総数が

7,200,000株となります。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,321,000 15,321,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は1,000株

であります。

計 15,321,000 15,321,000 － －

(注)　平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年10月１日をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更

することを決議しております。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、12,256,800株減少し、3,064,200株となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年６月30日 － 15,321,000 － 2,019,800 － 505,000

(注)　平成29年６月27日開催の第62期定時株主総会において、株式併合に係る議案（５株を１株に併合）が承認可決さ

れております。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって発行済株式総数は、

3,064,200株となります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）

普通株式

838,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

14,394,000
14,394 －

単元未満株式
普通株式

89,000
－

１単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 15,321,000 － －

総株主の議決権 － 14,394 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

日本興業株式会社

香川県さぬき市志度

4614番地13
838,000 － 838,000 5.47

計 － 838,000 － 838,000 5.47

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,128,880 1,062,861

受取手形及び売掛金 5,022,536 3,800,154

電子記録債権 530,097 571,524

商品及び製品 1,027,837 1,133,146

仕掛品 91,941 100,726

未成工事支出金 8,772 5,283

原材料及び貯蔵品 192,210 205,838

繰延税金資産 41,649 61,482

その他 64,504 71,292

貸倒引当金 △3,980 △3,040

流動資産合計 8,104,451 7,009,270

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,151,567 1,129,433

土地 4,545,923 4,545,923

その他（純額） 868,587 869,815

有形固定資産合計 6,566,078 6,545,172

無形固定資産 219,126 217,142

投資その他の資産   

投資有価証券 515,644 570,010

その他 85,408 82,566

貸倒引当金 △7,327 △7,171

投資その他の資産合計 593,725 645,405

固定資産合計 7,378,930 7,407,721

資産合計 15,483,382 14,416,991

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,220,599 1,787,982

電子記録債務 1,200,500 972,167

短期借入金 3,564,403 3,366,301

未払法人税等 41,210 14,194

未払消費税等 87,086 31,521

未払費用 117,791 213,097

賞与引当金 97,198 60,414

役員賞与引当金 5,830 －

その他 445,053 298,336

流動負債合計 7,779,674 6,744,015

固定負債   

長期借入金 1,138,615 1,152,872

繰延税金負債 8,998 30,384

退職給付に係る負債 52,964 43,487

その他 209,737 215,968

固定負債合計 1,410,316 1,442,712

負債合計 9,189,990 8,186,727
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,609 2,016,609

利益剰余金 2,146,289 2,045,283

自己株式 △90,697 △90,697

株主資本合計 6,092,002 5,990,995

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 161,422 199,300

退職給付に係る調整累計額 20,193 18,874

その他の包括利益累計額合計 181,616 218,175

非支配株主持分 19,773 21,092

純資産合計 6,293,391 6,230,264

負債純資産合計 15,483,382 14,416,991
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 ※１ 2,661,880 ※１ 2,708,500

売上原価 ※２ 2,245,670 ※２ 2,286,746

売上総利益 416,209 421,753

販売費及び一般管理費 473,393 481,643

営業損失（△） △57,184 △59,889

営業外収益   

受取配当金 6,291 6,471

受取賃貸料 5,561 5,913

工業所有権実施許諾料 4,598 1,616

雑収入 5,768 8,005

営業外収益合計 22,220 22,006

営業外費用   

支払利息 6,161 5,880

賃貸費用 1,629 1,315

雑損失 1,263 1,360

営業外費用合計 9,054 8,556

経常損失（△） △44,018 △46,439

特別利益   

固定資産売却益 314 －

特別利益合計 314 －

税金等調整前四半期純損失（△） △43,703 △46,439

法人税、住民税及び事業税 5,561 8,792

法人税等調整額 △14,486 △14,852

法人税等合計 △8,925 △6,060

四半期純損失（△） △34,778 △40,379

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△405 2,759

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △34,372 △43,138
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △34,778 △40,379

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △16,773 37,877

退職給付に係る調整額 △1,309 △1,318

その他の包括利益合計 △18,082 36,559

四半期包括利益 △52,861 △3,819

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △52,455 △6,579

非支配株主に係る四半期包括利益 △405 2,759
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【注記事項】

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更等）

　当社は平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年６月27日開催の第62期定時株主総会に、普通

株式の併合に係る議案を付議することを決議いたしました。併せて、同株主総会において普通株式の併合に

係る議案が承認可決されることを条件として、単元株式数の変更を行うことを決議いたしました。普通株式

の併合に係る議案は、同株主総会において承認可決されました。その内容は、以下のとおりであります。

 

(1) 株式併合及び単元株式数の変更の目的

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」発表し、平成30年10月までに全国証券取引所に

上場する国内会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株

式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、証券取引所が望ましいとしている投資単位の金額水

準（５万円以上50万円未満）を勘案し、当社普通株式について株式併合（５株を１株に併合）を実施するも

のであります。

 

(2) 株式併合の内容

① 株式併合する株式の種類

普通株式

② 株式併合の方法・比率

平成29年10月１日付で、平成29年９月30日（実質上９月29日）の最終の株主名簿に記録された株主の所

有株式数について、５株につき１株の割合で併合いたします。

③ 株式併合により減少する株式数

株式併合の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 15,321,000株

株式併合により減少する株式数 12,256,800株

株式併合後の発行済株式総数 3,064,200株

④ １株未満の端数が生じる場合の処理

株式併合の結果、その所有株式の数に１株に満たない端数が生じる株主の皆様に対しては、会社法の定

めに従い、当社が一括して売却し、その売却代金を端数の割合に応じて分配いたします。

 

(3) 効力発生日における発行可能株式総数

　7,200,000株

　株式併合の割合にあわせて、従来の36,000,000株から7,200,000株に減少いたします。

 

(4) 単元株式数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 

(5) 株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成29年５月15日

株主総会決議日 平成29年６月27日

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日
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(6) １株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりで

あります。

 

前第1四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

 　至　平成28年６月30日）

当第1四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

 　至　平成29年６月30日）

1株当たり四半期純損失金額（△） △11円87銭 △14円89銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年3月31日）
当第1四半期連結会計期間
（平成29年6月30日）

受取手形裏書譲渡高 39,271千円 36,449千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

※１　売上の季節的変動について

　当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期

間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間と第４

四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

 

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コストの占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡が大

部分であるため、運賃は売上原価に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 81,527千円 86,648千円
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 57,932 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月28日

取締役会
普通株式 57,929 4.00 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 土木資材事業 景観資材事業

エクステリア
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,669,195 693,681 299,003 2,661,880 － 2,661,880

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 6,085 － 6,085 △6,085 －

計 1,669,195 699,766 299,003 2,667,965 △6,085 2,661,880

セグメント利益又は

損失（△）
△9,884 △55,196 7,896 △57,184 － △57,184

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 土木資材事業 景観資材事業

エクステリア
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,775,173 621,605 311,721 2,708,500 － 2,708,500

セグメント間の内部

売上高又は振替高
707 3,631 184 4,524 △4,524 －

計 1,775,881 625,236 311,906 2,713,024 △4,524 2,708,500

セグメント利益又は

損失（△）
△7,879 △55,833 3,823 △59,889 － △59,889

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△）  △2円37銭 △2円98銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）
（千円） △34,372 △43,138

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）
（千円） △34,372 △43,138

普通株式の期中平均株式数 （株） 14,483,004 14,482,404

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年４月28日開催の取締役会において、平成29年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 57,929千円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年６月９日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月３日

日本興業株式会社
 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　田　　　　　明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須　　藤　　英　　哉　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本興業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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